
 

 

等に関する制度又は措置の

利用に関する言動により、他

の労働者の就業環境を害す

るようなことをしてはなら

ない。 

（２）「その他のハラスメン

ト」の禁止規定（第 15条）を

新設 

【規定例】 

第 12 条から前条までに規

定するもののほか、性的指

向・性自認に関する言動によ

るものなど職場におけるあ

らゆるハラスメントにより、

他の労働者の就業環境を害

するようなことをしてはな

らない。 

（３）「副業・兼業」について

の規定（第 67条）を新設 

【規定例】 

１ 労働者は、勤務時間外に

おいて、他の会社等の業務に

従事することができる。 

２ 労働者は、前項の業務に

従事するにあたっては、事

前に、会社に所定の届出を

行うものとする。 

３ 第１項の業務に従事す

ることにより、次の各号の

いずれかに該当する場合

には、会社は、これを禁止

又は制限することができ

る。 

① 労務提供上の支障があ

る場合 

② 企業秘密が漏洩する場

合 

③ 会社の名誉や信用を損

なう行為や、信頼関係

を破壊する行為がある

場合 

④ 競業により、企業の利

益を害する場合 

※なお、「労働者の遵守事項」

（第 11 条）の規定から、

「許可なく他の会社等の

業務に従事しないこと。」

が削除されています。 

（４）「家族手当」について

の規定（第 33条）から「配

偶者手当」を削除 

 

「働き方改革」って実際

進んでいるの？ 

◆企業における「働き方改

革」の実態は？ 

現在、政府が推進する

「働き方改革」の名の下

に、様々な方面で「働き

方」の見直しが進められて

います、その一方で、実態

が伴っていない「働き方改

革」に対する批判や課題も

叫ばれているところです

が、「働き方改革」は、実

際、企業ではどのように受

け止められているのでしょ

うか。 

◆必要性は感じているが取

り組んでいない企業も 

「働き方改革に関する意

識アンケート」の結果によ

ると、約 8割が、「働き方改

革」の必要性を感じている

と回答しましたが、実際に

「働き方改革」に取り組んで

いるのは約 5割という結果

になったそうです。 

◆労働時間の改善、休暇取得

促進への取組みが中心 

また、「働き方改革」の具

体的な施策として取り組んで

いることで最も回答が多かっ

たものは、「労働時間の見直

しや改善」となっており、

「休暇取得の促進」が続いて

います。 

「女性の働きやすい環境作

り」と「育児・介護中の社員

が働きやすい環境作り」とい

う回答も多く集まり、女性を

支援する施策に取り組んでい

る企業も多いことがわかりま

す。 

◆実現にはまだまだ課題も 

ズが、企業の人事制度の企

画・運営および「働き方改

革」推進責任者を対象に実施

した「『働き方改革』の推進

に関する実態調査」の結果に

よると、「働き方改革」推進

上の課題として、「社外を含

めた商習慣を変える難しさ」

を挙げる回答が 62.1%と最も

多く、「現場や他部署との連

携が難しい」（54.0%）、「マ

ネジメント難度上昇への懸

念」（50.3%）が続いていま

す。 

 

 

 

れていた期間が 3年以下に

限ること、が追加されま

す。 

【人材育成コース】（整理統

合） 

有期契約労働者等に対し

て職業訓練を行う事業主に

対して助成するものでした

が、改正により、人材開発

支援助成金に統合されま

す。 

【賃金規定等共通化コー

ス】（新規加算措置） 

有期契約労働者等に、正

規雇用労働者と共通の賃金

規定等を新たに規定し、適

用した場合に助成するもの

です。①事業所当たり 57万

円（生産性要件を満たした

場合 72万円）助成されます

が、新たに加算措置が設け

られます。 

【諸手当制度共通化コー

ス】（新規加算措置） 

 有期契約労働者等に関し

て正規雇用労働者と共通の

諸手当制度を新たに設け、

適用した場合に、1事業所当

たり 38万円（生産性要件を

満たした場合 48万円）が助

成するものですが、新たに

加算措置が設けられます。 

◆予算成立等が前提 

上記の改正は、平成 30年

度予算の成立および雇用保

険法施行規則の改正が前提

となるため、今後変更され

る可能性がありますので、

ご注意ください。 

 

厚生労働省「モデル就業

規則」が改定されまし

た！ 

◆「モデル就業規則」と

は？ 

常時 10人以上の従業員を

使用する使用者は、労働基

準法の規定（第 89条）によ

り、就業規則を作成し、所

轄の労働基準監督署長に届

け出なければならないとさ

れています（就業規則を改

定する場合も同様です）。 

厚生労働省では「モデル

就業規則」（以下、「モデル

規則」）を公開しています

が、この度、これの改定が

行われました。 

◆今回改定された規定は？ 

今回改定された主な規定

は、以下の通りです。 

（１）「マタニティ・ハラスメ

ント」等の禁止規定（第 14

条）を新設 

【規定例】 

妊娠・出産等に関する言動

及び妊娠・出産・育児・介護

どう変わる？ 平成 30 年

度以降の「キャリアアッ

プ助成金」 

◆「キャリアアップ助成金」

とは？ 
キャリアアップ助成金

は、有期契約労働者、短時

間労働者、派遣労働者とい

ったいわゆる非正規雇用の

労働者の企業内でのキャリ

アアップ等を促進するた

め、正社員化や人材育成等

の取組みを実施した事業主

に対して助成される制度で

すが、平成 30年度から改正

が行われる予定です。 

◆改正内容は？ 

【正社員化コース】（拡充・

支給要件の追加） 

有期契約労働者等の正規

雇用労働者・多様な正社員

等への転換等について助成

するものです。改正によ

り、1年度 1事業所当たり

の支給申請上限人数を 15人

から 20人に拡充します。 

また、支給要件に、①正

規雇用等へ転換した際、転

換前の 6カ月と転換後の 6

カ月の賃金総額を比較し

て、5％以上増額しているこ

と、②有期契約労働者から

の転換の場合、対象労働者

が転換前に事業主で雇用さ
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